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八市教政給第 ２８５号 

令和３年１１月 １５日 

 八代市監査委員  様  

八代市教育委員会教育長   

 

財政援助団体等監査結果に対する措置状況報告書の提出について  

 

このことについて、下記のとおり提出いたします。 

 

記 

 

課 か い 名   教育政策課         

監査対象年度   令和２８年度～平成３０年度 

監査実施期間   令和２年２月５日 ～ 令和２年２月２０日 

 

【主管課に関する指摘事項】 

主 

管 

課 

指
摘
事
項 

安全・安心な学校給食を提供するにあたり、学校給食調理場の調理員が感

染性胃腸炎に感染した場合の対応マニュアルは作成されているが、異物混入、

調理機器の故障、自然災害発生時等への対応マニュアルは作成されていなか

った。 

あらゆる緊急事態に、市全体で統一的、即時的に対応ができるよう、危機

管理マニュアルの作成を行っていただきたい。 

改
善
内
容 

 指摘のあった対応マニュアルの作成については、「調理場で異常が発見され

た場合の対応・措置マニュアル」を令和 3年 7月 16日付けで策定をいたしま

した。 
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八 市 第 ７４ 号－２ 

令 和 ３ 年 １ ２ 月 ３ 日 

 八代市監査委員  様  

八  代  市  長      

 

財政援助団体等監査結果に対する措置状況報告書の提出について  

 

このことについて、下記のとおり提出いたします。 

 

記 

 

課 か い 名   泉支所 地域振興課 

監 査 対 象 年 度   平成 29年度～令和元年度 

監 査 実 施 期 間   令和３年２月４日 ～ 令和３年２月１９日 

 

【主管課に関する指摘事項】 

主 

管 

課 

指
摘
事
項 

 

ウ 指定管理者との間の経費の負担区分について 

 協定書におけるリスク分担表では、１件当たり１０万円未満の施設の修繕に

ついては、指定管理者が負担することとされているにもかかわらず、市の予算か

ら１０万円未満の施設修繕料が支出されていた。 

これらの修繕費用は、協定書に基づき指定管理者が負担すべきものである。

リスク分担表等に基づき、適正な事務を行っていただきたい。 

 

改
善
内
容 

 

１０万円未満の施設の修繕費用の負担については、リスク分担表等に基づ

き運用を適正化し、現在、指定管理者が負担しています。 
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【主管課に関する指摘事項】 

主 

管 

課 

指
摘
事
項 

 

オ モニタリングについて 

 協定書・仕様書等において規定された指定管理者が行うべき業務や、事業計

画書に記載された業務など、指定管理者が履行すべき業務について、新規特産

品の開発や職員研修、利用者アンケートなど一部実施されていない業務や、取

組が不十分と思われる業務、業務報告書の提出の遅れ等があるが、未実施・取組

不十分な業務に対して、主管課から指定管理者に対して指導や改善指示、モニ

タリングによる評価への反映がされていなかった。 

 指定管理者制度においては、指定管理者による管理運営が適正かつ効果的で

あるかを確認し、必要な指導、助言・監督を行う責任がある。 

 今後は、本市の「指定管理者制度導入施設におけるモニタリング・評価に関す

るマニュアル」に基づき、指定管理者に対する助言・指導など適正なモニタリン

グを行っていただきたい。 

 

改
善
内
容 

 

今後、未実施・取組不十分な業務に対する指定管理者への指導等不十分なも

のについては、「指定管理者制度導入施設におけるモニタリング・評価に関する

マニュアル」に基づき、指定管理者に対する助言・指導など適正なモニタリン

グを行います。 
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【団体に関する指摘事項】 

団 

体 

指
摘
事
項 

 

イ 利用促進について 

 加工施設の休館日について、変更申請書を提出し市の承認を得たうえで休館

日を土曜日・日曜日に変更していた。 

 加工施設条例においては、定例の休館日は毎週月曜日と規定（第５条第１項）

され、さらに、「加工施設の管理上必要があると認めるときは、市長の承認を得

て、臨時に休館日を定め、又は休館日に開館することができる。」と規定（同条

第２項）されており、協定書においても条例と同様に規定されている。 

 加工施設においては、恒常的に休館日を土曜日・日曜日としており、加工施設

における（株）いずみの自主事業の勤務形態に合わせてこのように変更してい

るとのことであるが、特に住民に周知することもなくこれ以外の日も休館日と

していた。 

この運用は、広く住民が利用するための公の施設の平等利用が確保されてい

るとは言えないため、休館日の取扱いについて、主管課と協議を行い適正な管

理を行っていただきたい。 

改
善
内
容 

 

取引先との関係上、平日に休館することは事業を安定的に継続していく上で

受発注や商品発送について問題が多く、また原材料の作物の収穫時期や加工の

繁忙期等がある時期に集中するため、『１年単位の変形労働時間に関する協定

届』を八代労働基準監督署に届け出て、それに準じて休館日を設定しています。 

 ご指摘を受け、今年度から休館日につきましては、事務所入り口に施設利用

の問合せ先を掲示し、休館日でも本社『ふれあいセンターいずみ』スタッフが

対応するように致しました。 
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【団体に関する指摘事項】 

団 

体 

指
摘
事
項 

 

ウ 公の施設の管理に係る収支会計経理について 

 指定管理業務の執行において、自主事業と区別することで指定管理業務の実

施に係る支出及び収入を適切に管理するため、本市の「公の施設の指定管理者

制度に関するガイドライン」（以下、「ガイドライン」という。）に基づき、仕様

書において指定管理者に専用口座（管理口座）による管理を求めている。 

 指定管理業務と自主事業の経理は区分して整理することが必要であるが、事

業計画書・報告書・総勘定元帳・決算書では指定管理業務と自主事業の経理が明

確に整理・区分されておらず、専用口座も開設されていなかった。 

経理の区分により公の施設の管理に係る収支会計経理を把握し、適正な指定

管理とするため、指定管理業務と自主事業の経理の区分について、検討を行っ

ていただきたい。 

改
善
内
容 

令和３年度から指定管理専用口座を開設し、指定管理業務と自主事業の経理

を明確に区分しながら運営にあたっています。 
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八 市 観 ク 第 7 0 号 

令 和 3 年 1 1 月 4 日 

 八代市監査委員  様  

八  代  市  長      

財政援助団体等監査結果に対する措置状況報告書の提出について  

このことについて、下記のとおり提出いたします。 

記 

課 か い 名    八代市 経済文化交流部 観光・クルーズ振興課  

監査対象年度   平成 30年度～令和元年度  

監査実施期間   令和 3年 2月 4日 ～ 令和 3年 2月 19日 

【主管課に関する指摘事項】 

主 

管 

課 

指
摘
事
項 

① ＤＭＯやつしろから提出された補助金実績報告書の確認において、必要な証

拠書類の提出を求めておらず、金額の根拠が十分に確認されていなかった。 

また、ＤＭＯやつしろに対する負担金についても、請求の根拠となるＤＭＯやつ

しろの決算額と一致していなかった。 

補助金は関係要領等に基づき、申請書・実績報告書等の精査により、補助対象

の適否を判断し、交付額を決定するものである。負担金については、負担金額の

妥当性を事業の決算により確認すべきである。 

ＤＭＯやつしろに対し、実績報告書等の再提出を依頼し、必要な証拠書類の提

出を求めた上で、改めて実績報告等の審査を行っていただきたい。内容を精査し

た結果、必要に応じ補助金等の適正な事務手続を行っていただきたい。 

改
善
内
容 

① （一社）ＤＭＯやつしろからの補助金等実績報告書とＤＭＯやつしろの決算資料の金

額について調査した結果、補助金実績報告書に記載すべき経費等が、補助の対象ではな

い「くまナンステーション」事業に計上されているものがあることを確認しました。そ

の結果、補助金額と実績報告に差異がないことを確認しました。 

負担金（クルーズ船シャトルバス運行・交通誘導事業）において、人件費と計上すると

ころを事務費と計上していたため、対象外と判断されたものであるが、本来の事業内容

を精査した結果、人件費としての費目が適正であると判断しました。なお、費目整理後

の金額を照合した結果、負担金より実績金額が大きくなるため、返金等は発生しないと

の結論に至っております。 

  平成 30年度財政援助団体監査において、同様の指摘を受けていることもあり、ＤＭＯ

やつしろに対して、支払処理をする際は、どの事業で支出しているかを明確にし、正確

な決裁事務、経理規定に基づく業務を行うように指導を行いました。担当課として、同

じ誤りがないよう事務改善を行い、今後は、ＤＭＯやつしろから証拠書類に基づき内容

を精査した実績報告書の提出を求め、その審査・確認を行います。 

また、八代市補助金等交付規則等に基づき適切な補助金・負担金の事務の遂行に努め

てまいります。 
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【団体に関する指摘事項】 

団 

体 

指
摘
事
項 

① 主管課へ提出された補助金等実績報告書が、ＤＭＯやつしろの決算資料 

の金額に基づいていなかった。また、実績報告書に添付されている資料も

精査されておらず、金額の誤りなどが見られた。 

このことについては、平成３０年度財政援助団体監査において同様の

指摘を行っているが、改善が見られなかった。 

補助金等の実績報告については、申請時の事業計画に基づき、事業に要

した経費を精査し、決算資料等と照合したうえで、正確な金額により作成

し、証拠書類を添えて提出しなければならない。 

実績報告書の誤りは、当該補助金等の額に影響することから、事業内

容、経理状況を確認したうえで、速やかに是正し、実績報告書と証拠書

類を再度提出していただきたい。 

改
善
内
容 

① ご指摘のとおり、平成 30年度及び令和元年度における各補助金及び負

担金について資料を精査したところ、各事業の実績報告額とＤＭＯやつ

しろの決算額に差異があったことを確認しました。 

報告額と決算額において、各事業に要した経費や決算資料等の照合を

行い、事業内容、経理状況を確認したうえで、実績報告書を訂正し、主管

課に対し証拠書類を添付し再提出いたしました。 

今後、補助金等による事業を実施する場合は、各事業での収支確認を

適切に行った上で実績報告書を作成するとともに、支出額を的確に把

握するなど、決算額との差異が発生しないよう取組んで参ります。 
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【団体に関する指摘事項】 

団 

体 

指
摘
事
項 

② 補助金等実績報告について、支出の証拠書類のない事務手数料が実績

報告として提出されていた。  

支出の証拠がなく、事業に要する経費ではない事務手数料を実績報告

として提出することは適正ではない。  

補助金の額は、補助対象事業に要する経費とされていることから、実際

の事業に要した経費のみを実績報告書において報告するようにしていた

だきたい。 

 

改
善
内
容 

② ご指摘のとおり、該当する令和元年度について精査したところ、本来は

人件費として計上するべき案件について、証拠書類のない事務手数料と

して報告されていました。 

今後は、実際の支出に伴う起票などを確実に行うように改善すると

ともに、証拠書類の適切な保管に努めて参ります。 
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【団体に関する指摘事項】 

団 

体 

指
摘
事
項 

③ 補助金等に係る経理事務において、次のような不適切な事例が見られ
た。 

  
・請求書等の根拠書類に基づいた収入、支出の伺が作成されていないもの 
・領収書等の根拠書類が適正に保管されていないもの  
・支出伺及び旅行命令伺において、管理職の決裁が行われていないもの 
・立替払及び旅費支給において、受領日の記入や受領印がないもの 
 

補助金等に係る経理事務については、経理規程等に基づき、関係帳票の
整備・記帳及び証拠書類の整備・保存を適切に行われなければならない。  

今後は、経理規定を遵守するとともに、事務手続についてのマニュア

ル等を整備し、適正な経理事務を行っていただきたい。 

改
善
内
容 

③ 不明の根拠資料については、過去の簿冊や弊社の倉庫等を確認し、支出
の根拠となる資料等が確認できたため、資料を添付し、主管課へ提出を行

いました。 
補助金等に係る経理事務については、平成 31 年 4 月に「経理規程」

を作成し、経理規程第 26 条にもとづき照合を行い、経理規程について
も、令和２年度第４回理事会（令和 3年 3月 17日開催）にて了承をいた
だき、それ以降運用しています。 
今後は、作成されていない収入、支出の伺いや根拠書類の適正保管など

は、今後作成漏れや保管漏れがないよう社内で確認し対応するとともに、
管理職決裁がなされていないものや未記入事項がないよう社内で確認し
対応いたします。 

また、事務手続きのマニュアルを４月に作成しており、現在は当マニ

ュアルに基づき適切な経理事務を行っています。 
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【団体に関する指摘事項】 

団 

体 

指
摘
事
項 

④ 外国人観光客受入環境整備強化支援補助金について、申請者が事業者

の場合と団体の場合において、それぞれ異なった補助率によって交付し

てあるが、交付要領にその区別が明記されていなかった。  

補助金は、交付要領等に基づき算出し、交付額を決定するものである。  

事業者と団体の補助率を明確にするため、速やかに交付要領の改正を

行い、適正な補助金交付事務を行っていただきたい。 

 

改
善
内
容 

④ ご指摘のとおり、補助要綱における補助金の補助率は、事業者と団体で

は違っていますが、交付要領では事業者と団体の区別がありません。 

また、交付金額を補助要綱に基づき再度確認したところ、すでに支出し

ている交付金額と差異なく適切な交付金額となっています。 

なお、本補助金制度については、平成３１年度（令和元年度）で終了

している事業となりますが、交付要領については、補助要綱に基づき改

正を行い、今後、同様の補助制度等が新たに制定される場合は、要綱に

基づいた交付要領を作成して参ります。 
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【団体に関する指摘事項】 

団 

体 

指
摘
事
項 

⑤ 業務で私用車を使用する場合の基準等が定められていないにもかかわ

らず、定期的に私用車のガソリン代が支出されていた。  

業務使用記録簿等に基づき、業務で使用した分の燃料費を積算して

支給する等、業務で私用車を使用する場合の基準等を定め、使用状況の

把握及び適正な管理を行っていただきたい。 

改
善
内
容 

⑤ 以前から繁忙期に、私用車を業務で使用する等、やむを得ない場合があ

り、ガソリン代の支出については基準等が明確でないまま慣例として運

用していたところです。 

社内において基準内容を改めて協議し、６月１日から新たな基準を

設けて明文化し、運用を開始しています。 
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